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         清瀬市自殺対策連絡協議会設置要綱 

 

（設置） 

第１条 清瀬市は、自殺対策基本法（平成18年法律第85号）第８条及び第13条第２項に基づき、総

合的かつ効果的な自殺対策を推進するため、清瀬市自殺対策連絡協議会（以下「協議会」という。）

を設置する。 

（所掌事項） 

第２条 市長は、協議会に対し、次の各号に掲げる市の検討事項に意見等を求めるものとする。  

(１) 清瀬市自殺対策計画の策定に関すること。 

(２) その他市長が特に必要と認める事項  

２ 協議会は、委員の意見を取りまとめ、結果を市長に報告する。  

（組織） 

第３条 協議会は、次の各号に掲げる者のうちから市長が委嘱する15名以内の委員をもって組織す

る。 

(１) 保健・医療・福祉関係機関に従事する者 

(２) 経営・労働関係機関に従事する者  

(３) 司法関係機関に従事する者  

(４) 民間相談機関に従事する者  

(５) 学識経験者 

(６) 一般公募による市民 

(７) 市関係部署職員 

(８) その他市長が特に必要と認める者  

（委員長及び副委員長） 

第４条 協議会に委員長及び副委員長を置く。 

２ 委員長及び副委員長は、委員の互選により選出する。  

３ 委員長は、協議会を代表し、会務を総括する。  

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるとき、又は委員長が欠けたときは、その職務

を代理する。 

（会議） 

第５条 協議会の会議（以下「会議」という。）は、必要に応じ委員長が招集し、その議長となる。 

２ 会議は、委員の半数以上が出席しなければ開くことができない。  

３ 会議は、必要に応じて委員以外の者の出席又は資料の提出を求めることができる。  

４ 協議会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは委員長の決するところによ

る。 

（任期） 

第６条 委員の任期は、委嘱の日から当該委嘱の日の属する年度の翌年度の３月31日までとし、再

任を妨げない。ただし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

２ 市長が特に必要と認めた場合は、前項の規定にかかわらず、委員の任期を変更することができ

る。 

（守秘義務） 

第７条 委員は、会議及びこの活動を通じて知り得た個人の秘密に関する事項を他に漏らしてはな

らない。 

（会議の公開） 

第８条 会議は、公開とする。ただし、会議を公開することにより、個人の権利利益を侵害し、又

は円滑な審議に支障が生ずると認められる相当の理由がある場合は、会議の議決により非公開と

することができる。 

（庶務） 

第９条 委員会の庶務は、生涯健幸部健康推進課において処理する。  

（委任） 

第10条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。  


